
  

 
  

 
 

 
 
 
 

貸宅地評価に貸宅地割合 

Ｑ：財産評価通達が改正され貸宅地の評価

方法が変わったそうですが、どのようになっ

たのですか？ 

 

Ａ：新たに貸宅地割合なるものが設けられ

ました。 

【解説】 

これまで、借地権の目的となっている宅地

の評価は、自用地価額から借地権の価額を控

除した金額によって評価することとされてい

ましたが、このたび、これに加え、国税庁が

貸宅地割合を定めた地域については、自用地

価額に貸宅地割合を乗じた金額で評価するこ

ととされました。 

この貸宅地割合は、借地権の目的となって

いる宅地の売買実例価額や精通者意見価格、

地代等の額等を基に評定された価額の宅地の

自用地価額に対する割合で、この評価方法に

より評価する方がより適切と認められる地域

については、この貸宅地割合を使って評価す

ることとなります。 

借地権の目的となっている宅地の評価＝ 

 自用地価額×貸宅地割合 

平成17年度分については、一部の国税局の

限られた地域にだけ、この貸宅地割合が設定

されたということですが、それについては、

路線価図又は評価倍率表で示されていますの

で、確認してください。 

また、この取扱いに伴い、土地の上に存す

る権利が競合する場合の宅地の評価について

も、これに準じて評価することとなります。 
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